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き方改革は,今や安倍政権最大の課題だ。"度が導入されている0

働好',譜粉釜'轟命山二
続く.中,育児や介護との両立など,倒き手の二

ーズの多様化に対応することが経済活性化につ

ながるということで,「同一労何舮同一賃金」

「長時問労働の是正」などが国会で議論されて

いる。

一方,抜け落ちているのが,社会保障や税制

の議論である。政府の議論では,テレワーク(ク

ラウドソーシング)について,Π侍間や空問の

制約にとらわれることなく働

くことができる・一子育て,介

護と仕事の両立,多様な人材

の能力発揮が可能となり,副

業や来業は,新たな技術の開

発・・・第2の人生の準備として

有効である」と持ち上げてい

る。

しかし,「雇用型テレワー

ク」と請負契約の「非雇用型

テレワーク」を区分し,後者

は「過重労働,不当に低い報

酬・遅延などさまざまなトラ

も重要で,前者は給与所得など他の所得との損

益通算や,青色申告を要件に損失の繰越控除が

できるが後者ではできない。

とりわけ.給与所得控除は一般的に事業者の

実額経費より手厚いので,税負担の公平性の問

題を生じさせる。テレワークの「雇用型」は給

与所得者,請負契約の「非雇用型」は個人事業

者というイメージだが,'両者の区分は判然とし

ないので,実態に即したガイドラインを整理す

事.業所得と雑所得の区分

丁

し,その対策は中長翔的課題

として先送りしている。

働き方改革には,雇用の流動化・多様化とあ

わせて,それを支えるセーフティーネツトが必

要で,雇用形態に応じて縦型に分化している雇

用保険・社会保険制度の見直しは必須である。

また,そのための正確な所得の把握や税と社会

保障の逕携などの社会インフラ構築も議論する

必要がある。

税制における最大の課題は,給与所得者と個

人事業者の区別と負担の公平性である。わが国

所得税は給与所得と事業所得(規模により雑所

得)を明確に区別し,給与所得は,源泉徴収,

年末調整(申告不要),給与所得控除(経費の

概算控除)がセット,事業所得は,源泉徴収制

度はなく,申告義務を負い,経贊は実額控除,

予定納税制度が導入されている。ただし,税理

士・弁護士などに支払う報酬には,源泉徴収制

.

る必要がある。

また,一定の小規模事・業者

につぃては申告の利便性を高

める必要がある。そのために

は,政府税制開査会が議論し

てきたように,給与所得控除

という概算控除を適正化(縮

小)して基礎控除に付け替え

るという方向を進めていく こ

とが重要だ。

もう1つ筆者が考えている

のは,租税特別措置法27条で

定められている「家内労働者

等の事業所得等の所得計算の

特例」を,役務の提供を中心

とするテレワークにも拡充し

.
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また,彼らの正確な所得の把握のために,プ

ラットフォーマーからの収入情報を,テレワー

クで働く個人のマイナポータ.ルに知らせるとと

もに税務当局にも提供するという方法も考え

られる。正確な所得情報は,セーフティーネツ

トのために不可欠である。

てはどうかということだ。

この特例は,家内労働老等の事業所得・雑所

得(公的年金以夕D の必要経賀の合計額が65万

円に満たないときは65万円を必要経賓として控

除できるというもので,「家内労働者や,外交

員,集金人,特定の人に対して継続的に人的役

務の提供を行うことを業務とする人」に適用さ

れる。パート労働者係合与所得者)との課税上

のバランスへの配慮から導入されたものであ

る
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